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調査
研究
内容

　平成１２年度の循環型社会形成推進基本法に先立つ平成１１年度に産業系廃プラスチックの調査を
行い、平成１６年度と今回平成１８年度に経年後の変化をフォローアップする目的の調査を行った。
基本法後に施行された各種リサイクル法を反映する廃棄物の再資源化動向を把握するという判断に
立って、経年調査の方法で平成１６年度に排出量の多い６業種の調査を先行実施し、今年度残り製造
業６業種・建設業２業種の調査をした。
平成１８年度の調査事業として製造業６業種と建設業２業種の計８業種について、廃プラスチックの
排出、処理処分状況について調査し、その結果を公表した。
　平成１６年度の製造業６業種の調査結果につきましては、当協会から既にだされている「平成１６
年度　産業系廃プラスチックの排出、処理処分に関する調査報告書」を参照いただき、本書と併せて
ご活用いただきたい

調査
研究
結果

調査対象の８業種から発生した廃プラスチックは、前回平成11年度の調査と比較して、再資源化率の
向上、埋め立て処分の削減などで大きく進展した。排出量は３業種に抑制が見られた。
（１）再資源化率は平成1１年度では22.6％、平成１８年度では65.8％で大幅に向上した。埋め

立て量は５分の１以下に減少した
（２）再資源化率が向上した主な理由はサーマルリサイクルが9.7％から38.2％へ増加した

特に発電焼却が著しい（５％から２７％へ増加した）
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